
平成30年度決算概要 



H29 H30

経常費用
9,167億円
(△487)

・都市再生業務費

1,468億円(＋1,129)

・賃貸住宅業務費

4,628億円(＋164)

・市街地整備特別業務費

643億円(△1,020)

・震災復興業務費・受託費

1,109億円(△431)

・財務費用
1,085億円(△181)

・販売用不動産等評価損
17億円(△53)

臨時損失 994億円(△316)

(減損損失 989億円)

当期純利益 478億円(+66)

臨時利益 161億円(△435)

経常収益
1兆479億円

(△302)

（※）単位未満切捨て

・都市再生業務費

339億円

・賃貸住宅業務費

4,464億円

・市街地整備特別業務費

1,663億円

・震災復興業務費・受託費

1,540億円

・財務費用
1,266億円

・販売用不動産等評価損
70億円

経常費用
9,655億円

経常収益
1兆781億円

臨時損失 1,310億円
(減損損失 1,298億円)

当期純利益 412億円

・都市再生業務収入

1,536億円(＋1,058)

・賃貸住宅業務収入

6,582億円(＋92)

・市街地整備特別業務収入

892億円(△892)

・震災復興業務収入・受託収入

1,126億円(△421)

・都市再生業務収入

477億円

・賃貸住宅業務収入

6,490億円

・市街地整備特別業務収入

1,785億円

・震災復興業務収入・受託収入

1,548億円

臨時利益 597億円
（厚生年金基金代行返上益 453億円）
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（１）法人全体 

 平成30年度は、経常収益を1兆479億円（対前年度△302億円）、経常利益
を1,311億円（対前年度＋185億円）計上。臨時損失を994億円計上した結果、
478億円の当期純利益を計上。 

 １ 経営成績 
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（２）セグメント別 

31,022,125,217

53,079,086,781

3,853,217,871

△ 50,112,955,332

727,102,217

2,664,656,778
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187億円
(△122)

H29 H30

法人単位
412億円

都市再生勘定
879億円

宅地造成等経過勘定
△467億円

都市再生勘定
283億円(△595)

宅地造成等経過勘定
194億円(＋662)

法人単位
478億円(＋66)

9億円
(△28)

176億円
(＋677)

（※） 単位未満切捨て

11億円
(△15)

6億円
(△0)

86億円
(△444)

310億円

38億円

530億円

△501億円 7億円 26億円

 １ 経営成績 



敷地譲渡原価
施設等譲渡原価
その他費用
販売用不動産等評価損
当期純利益
敷地譲渡収入
施設等譲渡収入
補助金等収益
代行返上益
その他収益

敷地譲渡原価
施設等譲渡原価
その他費用
販売用不動産等評価損
当期純利益
敷地譲渡収入
施設等譲渡収入
補助金等収益
代行返上益
その他収益

敷地譲渡原価
123億円

施設等譲渡原価
140億円

当期純利益
310億円

敷地譲渡収入
244億円

H29

施設等譲渡収入 47億円

当期純利益
187億円(△122)

H30
（※）単位未満切捨て

その他費用
172億円 補助金等収益 86億円

その他収益
255億円

敷地譲渡原価
156億円(＋32)

施設等譲渡原価
1,227億円(＋1,086)

その他費用
157億円(△15)

敷地譲渡収入
172億円(△72)

施設等譲渡収入
1,241億円(＋1,193)

補助金等収益
73億円(△13)

その他収益
241億円(△14)

代行返上益 112億円
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（３）都市再生 

 都市再生セグメントは、大型譲渡物件の引渡により、施設等譲渡収入を
1,241億円計上。保有資産の売却を着実に進めたことにより、187億円の当期
純利益を計上。 

 １ 経営成績 



財務費用

その他費用

減損損失

当期純利益

家賃収入

敷地譲渡収入

代行返上益

その他収益

管理業務費
3,288億円

財務費用
1,196億円

家賃収入
5,429億円

H29 H30

減損損失 649億円

その他収益
1,155億円

その他費用

1,130億円

管理業務費
3,373億円(＋84)

財務費用
1,027億円(△169)

その他費用
1,238億円(＋107)

減損損失 968億円
その他収益

1,209億円(＋54)

家賃収入
5,402億円(△26)

（※）単位未満切捨て

当期純利益 530億円 当期純利益 86億円(△444)

敷地譲渡原価
200億円

敷地譲渡収入
218億円

敷地譲渡原価
145億円（△54）

敷地譲渡収入
227億円（＋8）

代行返上益 193億円

4 

（４）賃貸住宅 

 賃貸住宅セグメントは、営業活動の強化を図り収益の確保に努めたことによ
り、家賃収入を5,402億円計上。団地価値向上のための計画修繕前倒し等に
より管理業務費が増加、また、ストック再生・再編の推進等に伴う減損損失を
計上した結果、86億円の当期純利益を計上。 

 １ 経営成績 



受託費
譲渡原価
業務費
一般管理費
その他費用
当期純利益
受託収入
譲渡収入
補助金等収益
寄附金収益
代行返上益
その他収益
当期純損失

受託費
譲渡原価
業務費
一般管理費
その他費用
当期純利益
受託収入
譲渡収入
補助金等収益
寄附金収益
代行返上益
その他収益
当期純損失H29

当期純利益
9億円（△28）

H30
（※）単位未満切捨て

受託費
1,104億円(＋0)

受託収入
1,126億円(＋6)

受託費 1,104億円 受託収入 1,120億円

代行返上益 51億円
その他費用 26億円

その他費用 18億円(△7)

譲渡原価（災害公営住宅）

432億円
譲渡収入（災害公営住宅）

427億円

当期純利益 38億円

その他収益 6億円（+４）

その他収益 1億円
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（５）震災復興 

 震災復興セグメントは、災害公営住宅の引渡を概ね完了。復興市街地整備の
進捗により、受託収入を1,126億円計上した結果、9億円の当期純利益を計上。 

 １ 経営成績 



施設等譲渡原価

その他費用

減損損失

販売用不動産等評価損

当期純利益

敷地譲渡収入

施設等譲渡収入

補助金等収益

代行返上益

その他収益

当期純損失

敷地譲渡原価

施設等譲渡原価

その他費用

減損損失

販売用不動産等評価損

当期純利益

敷地譲渡収入

施設等譲渡収入

補助金等収益

代行返上益

その他収益

当期純損失

宅地譲渡原価
1,510億円

宅地譲渡収入
1,537億円

H29 H30

その他収益 314億円

宅地譲渡原価
527億円(△982)

宅地譲渡収入
661億円(△876)

その他収益
250億円(△63)

販売用不動産等評価損
70億円

その他費用 177億円(△56)

（※）単位未満切捨て

その他費用 233億円

当期純損失 501億円

販売用不動産評価損 11億円（△59）

施設等譲渡原価
27億円

補助金等収益 27億円

代行返上益 91億円

減損損失 629億円

当期純利益 176億円

減損損失 18億円（△610）
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（６）市街地特別 

 市街地特別セグメントは、宅地の供給・処分完了に向けて販売活動の強化や賃
貸宅地資産の圧縮に努めたことにより、宅地譲渡収入を661億円計上した結果、
176億円の当期純利益を計上。 

 １ 経営成績 



賃貸住宅

11兆3,496億円 10兆9,888億円11兆2,602億円 11兆1,100億円

賃貸宅地(NT) 4,646億円
5,519億円6,883億円 5,632億円

建設仮勘定 9,072億円
490億円515億円 604億円

販売用不動産・

仕掛不動産
2兆6,318億円

4,686億円
5,200億円 4,602億円

割賦等譲渡債権
1兆4,041億円

1,940億円
2,323億円 2,310億円

1 2 3 4設立時 H28末 H29末 H30末

資産合計
17兆4,897億円

12兆6,792億円13兆2,938億円

（※）単位未満切捨て

12兆9,103億円

 総資産は、販売用不動産の譲渡等により、前年度末に比べ約2,300億円
減少し、約12.6兆円。 
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（１）資産の状況 

 ２ 財政状態 



有利子負債

16兆2,771億円

10兆5,102億円 10兆3,259億円 10兆1,821億円

8,567億円 6,552億円 5,439億円

その他負債

1兆839億円

8,613億円
8,183億円 7,921億円

平均残高金利
3.35%

1.21%

1.06% 0.95%

0.63% 0.70% 0.75%

都市勘定

経過勘定

有利子負債

（都市勘定）

設立時 H28末 H29末 H30末

有利子負債合計
16兆2,771億円

11兆3,670億円 10兆9,811億円 10兆7,260億円

（※）単位未満切捨て

負債合計 17兆3,611億円 12兆2,283億円 11兆7,995億円 11兆5,181億円

有利子負債

（経過勘定）

 有利子負債は、当年度においても着実に削減を進め、前年度末に比べ
約2,500億円減少し、約10.7兆円。 

8 

（２）負債の状況 

 ２ 財政状態 



設立時

繰越欠損金
△7,288億円

資本金
8,574億円 1兆 717億円 1兆 757億円

資本剰余金
402億円

413億円 427億円

△465億円 △53億円

純資産合計
1,286億円

H28末 H29末 H30末

1兆1,108億円

（※）単位未満切捨て

１兆1,610億円

1兆 747億円

1兆654億円

利益剰余金 425億円

 当期純利益を478億円計上した結果、繰越欠損金は解消し、利益剰余
金を425億円計上。 
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（３）純資産の状況 

 ２ 財政状態 
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（４）キャッシュ・フローの状況 

 業務活動によるキャッシュ・フローは、家賃収入や敷地譲渡収入等を確保し
た結果、約2,700億円を計上し、有利子負債の削減に寄与。 

（※）単位未満切捨て

業務活動によるCF 3,667億円
投資活動によるCF

△46億円

財務活動によるCF
△3,895億円

H29

H30

業務活動によるCF 2,713億円
投資活動によるCF

△354億円

財務活動によるCF
△2,608億円

 ２ 財政状態 



経常収益

1兆962億円
経常費用

9,798億円

臨時利益 597億円

臨時損失 1,311億円

当期純利益 440億円

経常収益
1兆651億円

経常費用
9,305億円

臨時利益 161億円

臨時損失 995億円

当期純利益 492億円

H29 H30

機構単体利益 478億円

関係会社利益 73億円

連結修正 △59億円

（※）単位未満切捨て

機構単体利益 412億円

関係会社利益 56億円

連結修正 △29億円

 特定関連会社（3社）及び関連会社（10社）の計13社について、全部又は持分
法連結を行った結果、連結当期純利益は492億円。 
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 ３ 連結財務諸表 （損益） 


